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平成２２年第３回定例会議事日程（１日目）

平成２２年９月７日　午前１０時００分　開会
日程第　１　会議録署名議員の指名
日程第　２　会期の決定
日程第　３　諸般の報告
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日程第　８　認定第　４号　平成２１年度上毛町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定について
日程第　９　認定第　５号　平成２１年度上毛町国民健康保険直営診療所特別会計歳入歳出決算認定について
日程第１０　認定第　６号　平成２１年度上毛町農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算認定について
日程第１１　認定第　７号　平成２１年度上毛町簡易水道事業特別会計歳入歳出決算認定について
日程第１２　認定第　８号　平成２１年度上毛町奨学資金特別会計歳入歳出決算認定について
日程第１３　認定第　９号　平成２１年度上毛町住宅新築資金等特別会計歳入歳出決算認定について
日程第１４　議案第４４号　過疎地域自立促進計画の策定について
日程第１５　議案第４５号　上毛町国民健康保険直営診療所条例等を廃止する条例について
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日程第１９　議案第４９号　平成２２年度上毛町一般会計補正予算（第２号）
日程第２０　議案第５０号　平成２２年度上毛町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）
日程第２１　請願第　１号　上毛町立国民健康保険直営診療所・特別養護老人ホーム「たいへい苑」・デイサービスセンター「さざんか荘」３施設の一括民間譲渡見直しを求める請願書
○　会　議　の　経　過　（初日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　開会　午前１０時００分

○議長（村上正弘君）皆さん、おはようございます。定刻になりました。御起立をお願いいたします。一礼して。礼。
　ただいまの出席議員は全員です。

　ただいまから平成２２年第３回上毛町議会定例会を開催します。
　これから、本日の会議を開きます。

　本日の議事日程はお手元に運営資料として配付しておりますのでごらんください。
───────────────────────────────

○議長（村上正弘君）日程第１、会議録署名議員の指名を行います。

　本定例会の会議録署名議員に、６番　大山議員、７番　中議員を指名します。
───────────────────────────────

○議長（村上正弘君）日程第２、会期の決定を議題とします。

　お手元の運営資料をごらんください。

　今期定例会の運営について議会運営委員会に審議をお願いしましたところ、９月３日委員会を開催していただきまして、本定例会の会期を本日から１７日までの１１日間とする内容の答申をいただきました。

　お諮りします。今期定例会の会期は議会運営委員会の答申のとおり、本日から１７日までの１１日間といたしたいと思いますが、異議ありませんか。

（「異議なし」という声あり）
○議長（村上正弘君）異議なしと認めます。よって、本定例会の会期は本日から１７日までの１１日間とすることに決定しました。
───────────────────────────────

○議長（村上正弘君）日程第３、諸般の報告を行います。

　本定例会に提出された議案は、町長から報告１件、決算認定９件、条例案１件、予算案２件、その他４件の計１７議案と、議員から提出された請願１件を合わせた合計１８議案であります。
　次に、本定例会の会期日程を申し上げます。
　お手元に配付しております「会期日程表（案）」をごらんください。

　本日の会議では議案を一括上程し、町長提出案件については提案理由の説明を受け、総括質疑を行います。ただし、報告第６号及び議案第４８号については、本日受理・審議・採決を行いたいと思います。また、議案第４４号　過疎地域自立促進計画の策定については、委員会付託を行なわず最終日に討論・採決を行い、残りの１４議案は後でお諮りし、所管の常任委員会に審査を付託する予定です。
　ここで皆様にお願いいたしますが、本日、審議・採決を予定しております議案に対する質疑は、後で議案内容の説明に対する質疑にあわせて行っていただきますよう協力をお願いいたします。

　議員から提出された請願については、本日、趣旨説明を受け、質疑の後、所管の常任委員会に付託をいたしたいと思います。

　９月１０、１１日に本会議を開催し、一般質問を行う予定ですが、１０日に一般質問が終了すれば１１日は休会とします。
　９月１３日を文教・厚生常任委員会、９月１４日を総務、産業・建設常任委員会の開催日にいたしたいと思います。

　９月１７日に本会議を開催し、各常任委員長から委員会付託案件の審査状況の報告を受け、討論・採決を行います。
　以上の件につきましては、議会運営委員会で協議し、決定を受けておりますので、報告をいたします。

　地方自治法第１２１条の規定に基づき、町長並びに教育委員長に出席の要求をいたしましたところ、お手元に配付の名簿のとおり説明員の出席報告がありましたので、これを許可し出席をいただいております。

　これで、諸般の報告を終わります。

───────────────────────────────

○議長（村上正弘君）これから議案の上程を行います。なお議案の上程に際し、議案名の朗読は省略いたします。
　日程第４報告第６号、日程第５認定第１号、日程第６認定第２号、日程第７認定第３号、日程第８認定第４号、日程第９認定第５号、日程第１０認定第６号、日程第１１認定第７号、日程第１２認定第８号、日程第１３認定第９号、日程第１４議案第４４号、日程第１５議案第４５号、日程第１６議案第４６号、日程第１７議案第４７号、日程第１８議案第４８号、日程第１９議案第４９号、日程第２０議案第５０号、以上、１７件を一括上程します。
　提案理由の説明を求めます。町長。
○町長（鶴田忠良君）皆さん、おはようございます。

　それでは、提案理由の説明を申し上げます。
　本日、ここに平成２２年第３回上毛町議会定例会を招集いたしましたところ、議員各位には公私ともに御多用の中、御参集をいただき厚く御礼を申し上げます。
　ところで、政権交代が行われ１年が経過した我が国でありますが、極論すれば政治も経済も、そして外交もまさに危機的状況にあるといふうに論じられております。とりわけ雇用や国民生活にかかわる景気はもちろん、円高株安の現況からは我が国の経済回復は極めて困難とも言われ、また中国の例を見るまでもなく、世界各国は自国の安定を最優先とし、かつて世界経済安定のため協調して通貨安定に財政出動を果たした過去の例は、その機運さえも感じられず、我が国は孤立無援の中、みずからの力で困難を克服する以外に選択はないと言われております。時期を失した感はありますが、責任を問われる与党はもちろん、野党もまたともに論議を尽くして早急に国勢回復に実効ある施策の実施を望むものであります。
　また我々地方自治体にとって、持続可能な行政運営は、財政を含め、国の施策の上に成り立つことはもちろんでありますが、先の見えない国勢の中にあるとはいえ、重ねて積極的かつ効果的な施策、とりわけ経済対策の実施を願う次第であります。
　上毛町でありますが、本年度もはや５カ月が経過いたしました。この間、議員各位を初め町民の御協力もあって、事業、行事等、遺漏なく進捗することができたと御報告を申し上げたいと存じます。

　ただ一つ、懸念されるものがございます。御承知のように、たいへい苑、さざんか荘、直営診療所の民営化の件でございます。住民の中に異論があり、本議会に請願がなされたことは承知しているところでありますが、民営化は、先般御説明申し上げましたとおり、平成１９年３月策定の上毛町行政改革大綱に基づくものであり、また３施設の現状及び将来を勘案いたしますと、今後予想される多大な町民負担の軽減を図り、福祉、医療の一層の充実を目指すためには、これら施設の民間移譲は真にやむを得ない選択であるというふうに考えます。
　また今回、選定をいたしました法人については、本町出身の理事長、病院長であることも考えますと、必ずや町民の期待にこたえてくれるものと確信するところであります。議員各位にも改めて深く御理解いただき、御支援・御協力を賜りますよう切にお願い申し上げる次第であります。

　それではここで、上毛町平成２１年度の施策について申し上げたいと存じます。
　本町におきましては、健全な財政の確立を実現し、将来の発展へとつなげていくため、夢と誇りを持てる温もりのあるまちづくりを形成していくことを最大の義務あるいは責務として、行政改革、産業振興、少子高齢化及び環境対策を重点施策として事務事業を推進する一方、未曾有の経済危機が続く中、生活支援として定額給付金の支給を行い、また生活対策及び経済危機対策臨時交付金を活用した施設の改修等、公共的事業を積極的に実施することにより、地場産業の経営の安定と失業者に対する緊急雇用対策事業の展開等に努めてまいりました。
　これよりは、その具体的な中身につきまして概要を申し上げたいと存じます。
　まず行政改革の着実な推進を図るため、西友枝小学校の閉校を初め職員数の削減、施設運営の見直し及び人材育成と、効率的な事務事業実施にかかわるため、人事評価、行政評価制度の導入に着手したところであります。

　産業振興対策といたしましては、基幹産業である農業について、農政の目まぐるしい変化の中、競争力の高い産地形成に向けての各種施策に基づく事業の積極的展開はもとより、圃場整備事業、認定農業者や営農組織の支援のほか、川底ガキ等の加工品の開発に取り組む等、農業振興を図りつつ、地産地消対策も推進してまいりました。
　林業では、森林環境税による荒廃森林再生事業等に取り組むためであるわけでございますけれども、森林が持つ環境保全機能の回復に努め、経済不況下での企業・事業所等に対しては、安心実現の総合対策として、借り入れ資金に対する支援や雇用確保、維持のための賃金、負担金への支援を行ったところでございます。
　少子化対策につきましては、安心して子育てができる環境づくりのために、南吉富放課後児童クラブ館の建設と大平支所に子育て支援センターを開設し、現在、多くの方が利用されており、母子保健事業では、妊産婦健診費用の公費負担を拡充し、子育て世代の経済的負担の軽減を図り、また高齢者対策では介護予防事業の推進、緊急時の通報システム個別受信機の更新や、生きがい対策としてシルバー人材センター設置に向けた取り組み等を行ったところでございます。
　教育の振興につきましては、教育環境の整備を図るため、中学校校舎の耐震補強工事と現在改築工事中の体育館の実施設計を行い、小学校においては指導主事を配置し学力向上に取り組み、社会教育では今年度から体験を重視した通学合宿事業に取り組んだところであります。また、食育のまちづくり推進計画を策定し、今後は健全な食生活と地産地消を推進するために効果的な事業を展開してまいりたいと存じております。
　地球温暖化防止と環境改善に積極的に取り組む姿勢を示した環境宣言の町として、住宅用太陽光発電システムを住民が積極的に設置できるよう助成事業を行うとともに、合併浄化槽設置者に対して平成２３年度まで予算を増額して補助金を交付することにより、生活環境の改善、促進に努めたところであります。
　道路関係では、町道においては生活道路としての改善、安全確保に努めるとともに、東九州自動車道建設に伴うスマートインターチェンジにつきましては、事業化への協議につきまして、関係機関と着実に協議を進めてまいりました。

　その他につきましては、地域づくり活性事業の２年目として新たに５団体を認定し活動の場を広げ、情報交換等を行うことにより、地域に根差した独自性のある活動支援、新型インフルエンザの流行に対する感染予防対策、観光振興につきましては、観光資源としての価値を高めるため、松尾山修験道遺跡周辺等の整備、また交流拠点として道の駅、直売所等の改修工事を行い、今後の利用向上を期待するところであります。
　以上が平成２１年度の本町の主な施策について報告を申し上げましたが、今後も引き続き行政改革の理念に基づいて、事務事業の見直しと徹底した経費の節減を図り、財政の健全化に努め、かつ安定した効率的な行政サービスの向上に努めてまいりたいと存じております。
　それでは、これより提案理由の説明を申し上げます。
　本議会に提案しております案件は、報告１件、認定９件、条例案１件、補正予算案２件、その他４件の計１７案件であります。
　初めに、報告第６号　平成２１年度の健全化判断比率等の報告について。地方公共団体の財政の健全化に関する法律により、地方公共団体は財政健全化の判断比率を毎年度決算の提出を受け速やかに監査委員の審査に付し、その意見をつけて議会に報告することとされており、今議会に提出し、２１年度においては健全な財政状況であるということを皆様に報告するものであります。
　認定第１号から認定第９号につきましては、地方自治法第２３３条第１項の規定により、会計管理者より決算書が提出されましたので、これを８月６日監査委員の審査に付し、その意見をつけて議会の認定に付するものであります。
　一般会計並びに特別会計とも事業目的に照らして適切な執行に努めた結果、おおむね目標とする事業の達成ができた決算となっておると考えております。これもひとえに議員各位を初め、町民皆様の御理解、御協力のたまものと深く感謝を申し上げる次第であります。今後とも町民生活の安全・安心を最優先に、事業の必要性や緊急性に配慮し、多様化する行政需要に的確に対応するとともに、将来を見据えた財政運営に努めてまいる所存であります。
　議案第４４号　過疎地域自立促進計画の策定について。平成１８年度に策定した過疎地域自立促進計画の期間が平成２１年度に終了し、今回、国の法延長に基づいて新たに平成２２年度から２７年度までの６年間を事業期間とする過疎地域自立促進計画を策定いたしましたので、議会の議決をお願いするものであります。
　議案第４４号、議案第４６号及び議案第４７号につきましては、冒頭に申し上げました件にかかわるわけでございますが、本町の現状と医療、福祉を取り巻く環境の変化を踏まえ、国民健康保険直営診療所、上毛町特別養護老人ホームたいへい苑、デイサービスセンターさざんか荘の３施設が担うべき役割の、あるいは将来の方向性について、これまで論議、検討してまいった結果、民間への一括譲渡が民間の持つノウハウや創意工夫を最大限活用したより効果的な、しかも効率的な地域医療や高齢者福祉サービスが提供可能であるとの判断から、事業者の公募、選定を行い、このたび選定委員会の審議報告を経て、地域の医療と高齢者福祉サービスを経験豊富な経営の観点から、最も信頼して任せられる事業者を決定させていただきました。
　したがいまして、今回３施設を譲渡するに当たり、上毛町国民健康保険直営診療所条例、その他関係条例を廃止いたしまして、関連施設の無償譲渡及び無償貸し付けについて、議会の議決をお願いするものであります。
　議案第４８号　工事請負契約の締結について。下田井下野地線鳴水橋の橋梁補修補強工事につきまして調査設計が完了し、８月３０日、指名競争入札に付し、業者が決定いたしましたので、今議会に提案したものでございます。
　議案第４９号　平成２２年度上毛町一般会計補正予算（第２号）でございますが、今回の補正額は１億４,８５１万４,０００円で、歳入歳出予算総額４６億８,０４４万６,０００円でございます。
　歳出では、総務費として緊急雇用創出事業臨時特例基金によるホームヘルパー２級取得のための介護雇用プログラム委託事業の実施、所得税申告データが国税庁から電子データとして送付されるための環境設定等の経費、民生費におきまして国民健康保険特別会計における出産育児一時金の増額補正に伴う繰出金、新吉富保育所のゼロ歳児の増加による臨時保育士確保のための賃金、１０月より町単独で実施する乳幼児医療費助成制度に対するシステム改修にかかわる経費等、また衛生費といたしましては、環境宣言の町として住宅用太陽光発電システム設置の普及に積極的に取り組んでいるところでございますが、希望者が多く予算不足が生じたため、一定の所用額を計上したものでございます。
　農林水産業費では、圃場整備が完了した尻高地区等の湧水等調整工事に係る経費、土木費では東九州自動車道及びスマートインターチェンジにかかわる評議会等に係る経費、教育費におきましては、中学校体育館本体工事に含まれていない舗装、駐輪場等、外構関係の付帯工事に係る経費、食育推進計画に基づくプロジェクト関連補助金及び国指定史跡、穴ケ葉山古墳の法面崩壊に係る復旧工事等、災害復旧費におきましては東下の内尾蔵池、及び大ノ瀬地区の浅原水路が７月の豪雨で被災し、農業施設の災害復旧工事として施工するための補正予算を計上いたしております。
　その他といたしましては、財団法人九州建設弘済会より水防関連経費及び道の駅整備のための給付金をいただきましたので、目的に沿った活用が図られるよう措置をいたしております。
　今回の補正財源につきましては、特定財源といたしまして国支出金、合併特例債及び寄付金等、一般財源としては普通交付税を充当いたしております。
　議案第５０号　平成２２年度上毛町国民健康保険特別開会補正予算（第２号）でございますが、今回の補正額は１,３３４万８,０００万円で、歳入歳出予算総額は９億３,８３３万６,０００円であります。
　出産育児一時金について、当初見込んでおりました出産件数より増加したことによるものでございます。平成２２年度老人保健医療費確定による精算拠出金、臓器の移植に関する法律の一部改正に伴う対策関連経費及び平成２１年度療養給付費等負担金の実績確定に伴う返還金が主なものであります。
　財源は繰越金、国庫補助金及び一般会計繰入金を充当いたしております。
　以上で概略の説明を終わりますが、いずれも重要な案件でございますので、慎重な御審議をいただきまして、御承認、御可決をくださいますよう切にお願いを申し上げまして提案理由の説明を終わらせていただきます。どうぞよろしくお願いを申し上げます。
○議長（村上正弘君）提案理由の説明が終わりました。
　これから提案理由に対する総括質疑を行います。前にも述べましたが、本日審議する案件に対する質疑は、議案内容の説明の際に行っていただくよう協力をお願いいたします。
　提案理由に対する総括質疑を行います。
　中議員。

○７番（中　　宏君）質問をさせていただきたいと思います。
　議案第４５号　上毛町国民健康保険直営診療所条例等の廃止に関する条例について。また、議案第４６号　財産の無償譲渡について、議案第４７号　財産の無償貸付については関連がありますので、このことにつきましてお聞きしていきたいと思っております。
　このことにつきましては平成１９年３月以降、議会全員協議会の場で逐次説明を受け、方向性については理解するものでございますが、確認のため、次のことについて質問いたします。
　民営化により診療所が廃止されるのではないかという声があるが、地域医療の観点から町はどう考えているのかについてお聞かせ願いたいと思います。
　もう１点につきましては、今回の方針は総合計画や行政改革大綱において明確に示されていますが、無償譲渡を選択した理由はどこにあるのかを聞かせていただきたいと思います。
　三つの施設の一括譲渡について、どのような効果が期待できるのかにつきましてお聞かせ願いたいと思います。
○議長（村上正弘君）町長。

○町長（鶴田忠良君）ただいまの中議員の御質問でございますけども、詳細にわたるわけでございますので、担当課長に答弁をさせていただきたいと存じますが、基本的な部分で私のほうから改めて、きょうの提案理由の説明の中にもございましたけれども、重複することも含めまして答弁をさせていただきたいと存じます。

　つまり旧大平村、新吉富村の合併が実現して新しいまちづくり、つまり８,５００名の上毛町をいかに建設するかということにつきまして、約１年をかけて策定したのが御存じのとおり上毛町総合計画であります。また、この総合計画は実施に当たって住民に荷重の負担を課すことなく、効率的な行政運営を行うことといたしております。そして、その詳細を定めたのが、ただいま議員御指摘の平成１９年３月策定の上毛町行政改革大綱であります。
　私どもはこの行政改革大綱に基づき行政運営を行うものでありますが、方針の最も重要な内容は、端的に申し上げまして、私は二つあるというふうに考えます。一つは行政の無駄を省き、人件費等の削減に努め、住民負担を軽減し、財政の健全化を図ること。二つ目は公共施設の民営化を図り、行政のスリム化に努めることであるというふうに考えます。
　この４年半に実施した行革の主なものを申し上げますと、一つ目の人件費等では職員数の減１２名、議員数の減１０名、敬老祝い金の減、各種役員・委員報酬の削減等であります。議員各位の自主的な御努力や関係の方々には大変な御無理を申し上げたところでありますが、削減額はおおむね１億数千万円に及ぶと思います。
　二つ目の公共施設の件でありますが、大平楽を中心とする大池公園諸施設の指定管理者委託、友枝、唐原両保育所の統合、西友枝小学校の閉校、保育所、小学校の給食委託等があります。おおむね数千万円の削減が可能になったと考えております。
　これらの減額された余剰金につきましては、年ごとに減少となりました国からの地方交付税や補助金の補てんに役立つことになったものと確信をしているところであります。
　ところで、このたびの３施設の民間移譲でありますが、これは前述の上毛町行政改革大綱に示したものであり、避けて通れない課題でもありますが、特に福祉や医療の充実、町民負担の軽減等、町の将来を勘案いたしますと、民営化に異論を持つ方がいらっしゃいますが、この後の上毛町を継承する者たちのために、時期を失することなく民間移譲を果たすべきであるというふうに考えておりますし、あえて御理解をお願い申し上げたいというふうにも存じます。
　重ねてでございますが、あとの詳細につきましては担当課長が説明を申し上げますが、以上の基本的な事項につきまして、ぜひ御理解をいただき、今後の御賛同あるいは御支援を心からお願い申し上げまして私の御答弁とさせていただきます。
○議長（村上正弘君）健康福祉課長。

○健康福祉課長（坪根勝磨君）それでは、私のほうから御質問の詳細につきまして答弁させていただきます。
　まず１点目ですが、民営化によりまして診療所が廃止されるのではないかというような声もあるということでございます。
　地域医療の確保という観点からはどう考えるのかという御質問の趣旨だと思いますが、まず、診療所につきましては、医師の確保を含めまして、過去からの厳しい経営状況につきまして、その改善のために合併前から関係各位の皆様のさまざまな御努力がなされてきたという経緯がございます。その努力に私たちとしては報いるとともに、これからも地域の皆様の健康と安心を支えていく施設として、安定的で継続的な施設運営を確保していく、そのための手だてを講じていくことが行政の役割ではなかろうかというふうに感じております。
　町長が先ほども申しましたが、行政改革大綱の趣旨、これは、一つは単に公共施設を切り捨てたり廃止によって効率化を求めるというものだけではなくて、既存の枠組みというものに決してとらわれることなく、町の将来、こういったものを見据えながら、いかに効率的に施設を運営し、その効用を高めていくかということにあろうと思います。
　医師の確保が極めて難しいという現状で、そこに多大の税金を投入しながら現行の不安定な運営を継続するだけでは、町民の皆様が求める地域医療というものを確保していくことは、極めて困難であると言わざるを得ないと思います。
　今後は、民間の活力をかりながら、民間の柔軟な発想を生かして地域の、そして町の大切な社会資源としまして、効果的な地域医療体制を確保、継続してまいりたいというふうに考えております。
　それから二つ目、無償譲渡の選択理由・根拠ということでございますが、御承知のように、介護保険制度の導入以降、本来の担い手である社会福祉法人の施設移譲というものが非常に急速に進展しております。本来の事業運営主体のもとで適切な介護サービスの提供が行われる、これが本来の姿であるわけでございます。まあ、これは公立病院においてもまた同様ではなかろうかと思います。
　まず近年におきまして、そういった高齢者施設等の移譲の実例としましては、県内では豊前市、田川市、前原市、黒川町の一部組合、お隣、大分県では国東市、豊後高田市など多くの事例がございます。いずれをとりましても施設の移譲条件としましては、土地を除いてすべて無償で譲渡がなされております。このことは移譲先法人の運営負担の軽減を図り、民間の柔軟な発想で施設の改修とか人材の確保に振り向けていただいて、安定したサービスの提供体制を確保していくという意図からでございます。
　とりわけ本町の場合は、同時に診療所を継続するという非常に困難な厳しい条件設定がございます。受ける側にとりましては、無償譲渡といえどもなかなか大変な移譲条件ではなかろうかと思いますが、今回、最終的に４法人が応募いただいたということで、いずれの法人におきましても、当然ながら診療所の経営状況を把握した上で意欲を持って応募をされたものと認識しております。本町におきましては、先ほどの近隣の情勢、こういったものも参考にしながら、また有償による補助金返納等のデメリットも考慮して、無償譲渡というものを選択し、御提案したものでございます。
　それから３点目でございますが、一括移譲でどのような効果を期待できるのかという部分でございます。
　これは先ほど来申し上げておりますように、３施設一括で譲渡することによりまして、移譲先法人の運営負担をまず軽減し、それぞれの施設を一括で経営することで、安定的で、かつ継続性のある運営が確保できるということにあります。これによりまして、民間の柔軟な発想による新たな事業展開等も期待ができると思います。本町のこの３施設が主にカバーをする地域におきましては、高齢化の進行は本当に顕著でございます。施設への入所待機者、それから在宅での介護を必要とする方々、こうした方々への支援体制というものにつきましては、一層の整備が必要であるというふうに考えております。
　一括移譲によりまして事業運営主体が一本化することで、医療と介護の両面から利用者の個々の特性に応じた一貫性のあるきめ細かいサービス提供、支援、こういうものが可能となると考えます。利用者の利便性も必ず向上するものでありまして、このことはまさに当該地の３施設の設置当初の目的でもある福祉の里、こういった機能を果たすことにつながるもので、今回の３施設の一括移譲については極めて有益であるというふうに考えております。以上です。
○議長（村上正弘君）中議員。

○７番（中　　宏君）よくわかりました。あともう一、二点、お聞きしたいと思いますが、介護事業については黒字だということが言われてございます。この金額等につきましても定かでないわけですが、かなりの金額があるんだということで、儲かっているのをなぜ譲渡しなければならないかというような声も聞こえるわけでございますが、このことにつきまして、金額なり、またその金額がどう動いていくのか、譲渡したときにそれはどうなるのかというようなことをお話しできればお話ししていただきたいと思います。
　それと、もう一つは社会福祉法人敬愛会に譲渡をするということになっておるわけですが、これにつきましては相手側が提示をしました条件といいますか、こういうことを私はやります、こういうことをしますということで、特に医者の確保ということについてはこうやるんだということを言われてございますが、それをどう守り、守らせるのかということにつきまして考えをお聞かせ願いたいと思います。
○議長（村上正弘君）健康福祉課長。

○健康福祉課長（坪根勝磨君）毎年、黒字の積立金がある、黒字施設をなぜ譲渡するのかという疑問でございます。
　これにつきましては、まず積立金の状況としまして御報告させていただきますと、２１年度の決算数値としまして、社協の積立基金に約４億６,０００万円ございます。現金余剰金にほかに１億９,０００万程度ございます。これを合わせますと合計で６億５,０００万余という報告を受けております。
　介護施設でございます。介護報酬を受けながらということなので、一定の、通常の健全な経営をすれば当然、また黒字が生じなければならないというようなシステムにもなっております。毎年、一定の剰余金を生じて積み立ての結果ではありますが、単純にこれをすべて経営による黒字の結果という考え方については、少し異論があるといいますか、考え方を正さなければならない分があると思います。
　このことは、いわゆる民間法人におきましては、当然ながら自己資本のもとで土地を買い求め、建物を建築し、それに必要となった資金の元利償還、こういったものはすべて法人の責任において法人の経営の中で返済等が行われておるわけでございます。その中で経営改善に努めて、さらなる事業の拡張とかサービスの提供展開というものが行われております。
　私どものたいへい苑及びさざんか荘、この二つの介護施設に関しまして申し上げますと、無論、先ほどから申しましたように、一定の正常な運営のもとで黒字が生じておるわけでございますが、当初の建築費用とか毎年の借入金の元利償還金、こういったものはすべて町が負担をしているわけでございます。つまり投資に対するリスク負担というのは一切ないわけでございます。したがいまして当然、そういったものが剰余金として、大きな額として残っていくのは当然のことでございます。ちなみに、そのたいへい苑とさざんか荘が整備費に要した一般財源と起債の元利償還金につきまして町が負担する総額というものは、最終的には約６億７,０００万程度になります。これらのことを正しく御認識をいただきましたら、単純に黒字という見解には至らないということを御理解いただけるんではなかろうかと思います。
　それから、この剰余金、施設廃止後の処分という部分でございますが、これにつきましては、本来は社会福祉協議会の保有の財産となってしまうわけでございますけれども、今回の場合は、社協におきましては介護保険福祉事業のすべてから手を引く、廃止するということでございます。これにつきましては、協定書の中で決め事がございまして、すべて町に帰属するというふうになりますので、本町のほうにその部分につきましては歳入するということでございます。
　それから、次の社福敬愛会が選定されたわけですが、これらの法人さんに今後の経営をきちんと守ってもらう、守らせることについてどう考えるかということですね。

　まず、建物とか土地の譲渡貸し付けの条件は、現行施設を継続的に維持し運営するということがまず大前提でございます。したがいまして、同時に他の用途への無断転用とか事業を一方的にやめるといった行為はすべて排除しなければならないという認識のもとで、公募の条件とか法人の提案事項について、誠実かつ確実な履行を求めなければいけないわけでございます。
　そのために、移譲先との譲与契約とか施設運営に関する協定、土地の貸付契約も含みますが、これらの契約、協定書の中で、契約の解除要件とか返還特約とかいうものを明記しまして、この法人さんの提案事項を含みます事業の確実な履行、こういったものを契約の中で担保をしていくこととしております。
　運営面につきましても、法人の評議会への地域住民の皆さんの参加とか、それから地域との定期的な懇談の場の設置とか、あと県の指定の評価機関がございますが、そういったところの第三者評価の導入というものを義務づけとしたいと思っております。地域や行政の声がしっかりと反映される仕組みづくりを確保しながら、行政と地域の住民の皆さんにもしっかりとした監視の目を持っていただくということと、また同時に温かい目で協力もしていただきながら、地域に愛される施設として運営を実践していただきたいというふうに考えております。
○議長（村上正弘君）中議員。

○７番（中　　宏君）大変よくわかりました。質問を終わります。
○議長（村上正弘君）ほかにありませんか。安元議員。

○５番（安元慶彦君）ただいま町長の提案理由説明の前段の中で、これは２１年度の事業の関係になるわけでございますけども、人事評価の関係でございますけども、どうも私どもに入ってくるうわさといいますか、話が余りうれしいようなものではないことが多いわけです。これはやっぱり受ける側の職員がそういった人材づくりというものに取り組む中で、そういう体制になっているのかどうかというような、これは人づくりですから一朝一夕ということとは決して思っておりません。一定の時間というものがかかると思いますけど、こういうものを導入して、成果が得られるのかどうか。これは受ける側の職員のそういった心意気にもよると思いますけど、そういうものがないと、これは１０日の一般質問にもちょっと私は触れますけれども、どうも行政と住民が離れていってきておるのではないかなと。わかりやすく言いますと、不親切行政というものが進んでおるんじゃないかなと。
　これは今までと違いまして、合併をしてずうたいも大きくなりましたから、そんなに小回りできんよというところもあるかもわかりませんけど、こういった大きな経費をかけて評価制度を導入してやっておるわけでございますけど、職員の人材育成、こういうものに対する展望といいますか、そういったようなものもちょっとお尋ねをいたしたい。
○議長（村上正弘君）町長。

○町長（鶴田忠良君）細かいことは総務課長が答弁いたしますけれども、後段に御指摘になりました、こういうことを基本にして職員と住民の間の乖離といいますか、その辺がもたらされておるのではないかという御指摘でございますけども、私はそういうことはむしろないと。逆に、いろいろな意味で、行政職員がいろいろなところへ出かけ、いろいろな方々と交流を深めながら各地域あるいは各地区の活動に参加しているということを申し上げたいというふうに思います。
　各地区のまちづくり事業等にも職員がほとんど企画を中心にいたしまして参画しておりますし、例えば昨日ありました新吉まつりにつきましても、暑いさなかではありますけれども、職員もボランティア活動として参加しておりますし、そういう意味では、住民との意思の疎通が図られていないということにはならないし、あるとしてもそれは人事評価制度のせいではない。むしろ人事評価というのはお互い考えてみましても自分の評価をするわけでございますので、なかなかしづらい面があるということは論をまたないことでございますけども、しかし、行政マンである以上は、評価というのは当然、自分であれ他人であれ、そのことを公平あるいは厳正に見定めるということは必要でございますので、その制度については今後とも導入をさらに進めてまいりたいというふうに思っております。
○議長（村上正弘君）総務課長。

○総務課長（矢野洋一君）それでは、先ほどの町長の答弁に補足してとまではならないかもしれませんが、お答えをしたいと思います。
　私の感じでは、先ほど安元議員が、職員が最近、いわゆる不親切というようなことをおっしゃいましたけれども、町長も先ほど申し上げましたように、常々、住民目線でいろんな行政に携わって、そういった思いで住民と接してまいるようにということは心がけておりますので、決してそのようなことはないというふうに私は思っております。
　それから、人事評価の件でございますが、２１年度そして２２年度も現在、試行段階ということで取り組んでおります。この人事評価というものは、本来、いわゆる職員のよい面を引き出して人材育成に役立てるというようなものでございまして、決して本人の自尊心を失わせるというような制度ではないというふうに私は思っていますし、またそのような取り組みをしてまいりたいと思っております。いわゆる相対評価というものではなくて絶対評価というものの上で成り立つものだというふうに考えておりますので、そのような認識でこれからも取り組んでまいりたいというふうに思っております。以上です。
○議長（村上正弘君）安元議員。

○５番（安元慶彦君）具体的なものにつきましては１０日の一般質問の中で出していきたいと思います。
○議長（村上正弘君）ほかにないですか。茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）一般会計の補正予算ですが、本年度の地方交付税の決定額は幾らになっているのか。それから段階補正と人口急減補正というものがあると思いますが、その影響が本町ではどのような影響を受けているのか。それから緊急雇用創出なんですが、介護の雇用の創出に取り組むということでありますけれども、失業者の新規雇用などにも適用されておりますが、このことについてはどのように考えているのか。それからふるさと雇用再生特別基金事業、これについての取り組みはどのような考えを持たれておられるのかお尋ねいたします。
○議長（村上正弘君）総務課長。

○総務課長（矢野洋一君）細かいことまではちょっと把握できないという形になろうかと思いますが、普通交付税につきましては、一応今年度の収納見込みということで、２５億弱と現在のところ見込んでおります。その普通交付税の算定段階の、先ほど段階補正等もろもろと言われておりましたが、それがどう影響しているかということはちょっと今の段階では説明しづらいということで御勘弁願いたいと思います。
　その他、緊急雇用、ふるさと創生については企画課長のほうからお答えいたします。
○議長（村上正弘君）企画課長。

○企画情報課長（尾崎幸光君）緊急雇用の関係なんですが、これは福岡県の緊急雇用創出事業臨時特例基金事業ということで、失業者を雇い入れ、介護施設で働きながら介護資格、先ほど言われましたホームヘルパー２級の取得をするための養成講座を受講させる事業でございます。

○９番（茂呂孝志君）ふるさと雇用再生について。

○企画情報課長（尾崎幸光君）ふるさと雇用再生事業でございますが、２件ございまして、道の駅に委託をしておりまして、そちらのほうはアンテナショップをゆめタウンのほうで週１回、土曜日に行っております。
　それと、もう一つの事業につきましては、森の風のほうに委託をしまして、川底ガキの特産品を開発、また販路の開拓のほうを計画しております。
○議長（村上正弘君）茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）ふるさと雇用再生事業ですが、これはこれまでのことなんですが、新たに取り組む考えはないのかということのお尋ねやったわけです。今の説明の２件は以前から聞いていますが、今後の取り組みについてお尋ねしたわけです。
　それと、緊急雇用創出については、失業者を新規雇用するため、介護のほうに新規雇用したいという考えで取り組むようでありますが、対象となる人員はどのくらいなのかお尋ねします。
　それから普通交付税の決定額なんですが、２５億弱と言われましたけれども、２５億５,２０１万７,０００円ではないのかお尋ねいたします。
○議長（村上正弘君）企画課長。

○企画情報課長（尾崎幸光君）ふるさとのほうなんですが、今２件しておりまして、新たに事業をするということは今、考えておりません。
　それと、先ほど言いました介護のほうの人員なんですが、社会福祉法人、特別養護老人ホームの安雲拓心苑と特別養護老人ホームたいへい苑のほうに委託をしたいと思っておりまして、各施設とも２名ずつを今、考えているようでございます。
○議長（村上正弘君）総務課長。

○総務課長（矢野洋一君）失礼しました。先ほど２５億弱と申しましたが２５億強でございまして、今のところ２５億５,０００万程度ということで御理解願いたいと思います。
○議長（村上正弘君）ほかにありませんか。

（「質疑なし」という声あり）
○議長（村上正弘君）質疑なしと認め、町長の提案理由に対する質疑を終了します。
───────────────────────────────

○議長（村上正弘君）日程第２１、請願第１号　上毛町立国民健康保険直営診療所・特別養護老人ホーム「たいへい苑」・デイサービスセンター「さざんか荘」３施設の一括民間譲渡見直しを求める請願書についてを上程します。
　紹介議員に趣旨説明を求めます。

　茂呂議員。

○議長（村上正弘君）茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）上毛町立国民健康保険直営診療所・たいへい苑・さざんか荘、３施設の一括民間譲渡の見直しを求める請願の趣旨説明を行います。
　上毛町立国民健康保険直営診療所は、昭和２９年、地域住民の命と健康を守るため、患者の病気を治すことはもちろんのこと、予防医療にも力を入れ、結果として国民健康保険特別会計の負担を少なくする役割を果たすために開設された医療機関であります。
　２村合併後、町は行政改革大綱によってよりよいサービスを目指すと言って、診療所・たいへい苑・さざんか荘を一括民間に無償譲渡しようとしています。地方自治体の事業の目的は、地域住民の生命、財産を守り、福祉の増進に努めることにあります。それを、福祉の増進は民間のほうがよりよいサービスができるかのように言って民間に譲渡するのであれば、一体、地方自治体の役割は何なのか。選挙で選ばれた町長、議員が果たす役割は何かということが問われることになります。
　まして、３施設を民間に無償譲渡することの是非について、地域住民や議会に十分な事前説明のないまま、町の方針だからといって推し進めようとしています。このことは地方自治の本旨に反する行為だと言わざるを得ません。

　このような動きに対して、地域住民より議会に３施設を民間に無償譲渡することについて見直しを求める請願書が提出されました。医療と介護の分野は行政需要の多い分野であるため、町は３施設をこれまでどおり運営して、行政が地域住民の命と健康を守り、福祉の増進に直接対応できるシステムとして存続させる必要があります。
　議員各位の慎重なる御審議をお願いいたしまして趣旨説明を終わります。
　それから、若干数字的なことで補足説明もしたいと思います。
　たいへい苑の短期入所、デイサービス、生きがい、居住・在宅介護、この合計の収支の数字を少しお知らせいたします。平成２１年度が５,９９０万円の利益が出ています。２０年度が３,７７０万、これは若干低いのですが、このときは施設の改築か改造か何かをしたと聞いています。１９年度が４,７５０万程度出ています。１８年度が３,１８０万程度出ています。このとき低いのは、１７年度に介護報酬の改定があって報酬を引き下げられているんですよね。それで下がったというふうに見られると思います。その後、運営努力をされて１９年度に４,７００万の利益といいますか、かなりの利益が出ています。それから１７年度が６,２００万、１６年度が８,６００万、１５年度が９億８,０００万円と。ですから、介護報酬が引き下げられる前には、かなり収支のバランスがよかったということになると思います。数字的にはそういう補足的な説明をしておきます。
　それから、診療所の赤字の問題ですけれど、皆さんも御存じのとおり、基金を２億１,０００万円、２１年度決算に繰り入れていますよね。しかし、その基金を繰り越し、繰り越しも２１０万円ぐらいしていますけれど、入りがもちろんそういう財源になるわけですが、そういう中で収支のバランスを見ると、５００万円の黒になっています。ですから、それから見ると、２,０００万円繰り入れたといっても、たいへい苑を中心とする施設の黒字から見ると、町の負担というのは私はトータル的にはそんなにかかっていないのではないかなと思います。
　それから、診療所の今後の運営でいかに赤字を解消するかというのは、今、事務長さんが支所のほうに来ておられますけれども、事務長がそういう形で仕事ができるのであれば事務長にかかる経費も少し下がるかなと思いますし、それから訪問介護なんかすれば、かなり収入も上がると聞いています。そうすれば、診療所の経営は黒字にならなくても、かなり赤字幅が減るかなとも思われるわけです。こういう経営努力もしていけば十分私は住民のニーズにこたえる、また町の負担もそう変わらなくて済む運営ができると思います。
　以上で趣旨説明と補足説明を終わります。
○議長（村上正弘君）趣旨説明が終わりました。

　趣旨説明に対する質疑を行います。質疑はありませんか。
　坪根議員。
○１３番（坪根秀介君）先ほど中議員の質疑に対して、担当課長、町長の答弁にもありましたが、行政改革大綱の中で、３施設に関し積極的に民営化を図ると明記されているわけでございまして、以後、３度の全協で説明を受け、とりたてて反対も代替案もなく３年半も経過した今ごろ、突然このような請願が出されたのはなぜかお尋ねをします。
　また、この民営化は長年の懸案事項であった診療所をどう守るかということが基本であり、なかなか医師が確保できず患者数が激減する一方、激増する赤字をいかに食いとめ、かかりつけの医師を確保し、安定させ、医療と福祉の充実を図るための民営化であると解釈しております。請願書の内容は全く異なったものであり、無償譲渡に反対するものなのか、有償ならば賛成するというものなのか、わかりにくい内容となっております。
　また、同時期に、茂呂議員がこのようなビラを町内に配布しておられましたが、詳細はこのビラを見なさいということで理解してよろしいでしょうか。
○議長（村上正弘君）茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）医師の確保の問題ですが、私も一般質問で尋ねようと思いますけれど、３年前から民間に移譲するということであれば、私は本当に真剣に探したのかなと疑問を持っています。探したのであれば、３年後に病院はこのように民間に移譲しますということになると、なかなか医者は来てくれないのではなかろうかなと私は思っています。
　それから、無償譲渡か有償譲渡か、有償譲渡ならいいのかということなんでありますが、それは会のメンバーの方はいろいろといると思います。ですから、一切だめだと、町でしなさいという方もいたと思います。指定管理者ならばいいと。ですから、意見もいろいろ違うので、そういうものも含めてトータル的に見直しを求めるということの表現になったと思います。
　それから、運営面を言われましたかね。

○１３番（坪根秀介君）いや、この同時期に茂呂さんが出されたビラの関係ですね。

○９番（茂呂孝志君）出した当時と情報の収集量も多少違っていますけれど、黒字だということであります。今、黒字だというのは、そういうふうに説明したことであります。

　それから、行政改革大綱のことを言われましたけれど、行政改革大綱というのは、ちょっと正確に言えませんけれど、あの中の肥大化したサービスをなくすというかスリム化して効率的に運営するとかいうことで、肥大化したサービスと言っています。ですから、私はこの診療所が地域医療、これはただ患者を治すだけではなくて、住民の健康を医師やら看護婦やら職員、福祉の方々が情報を共有しながら地域住民の健康を守っていくというためにつくられた施設であります。
　ですから、非常にそういう面から見ると、診療所の経営も非常にきついところが出てくると思いますけれど、診療所の利益が上がらない部分は、当然そこは患者が少なくなるために努力するわけですから、国保の負担が軽くなるというメリットもあると思います。私はそういう関係にあると思います。ですから、国全体でも患者がふえれば医療給付費が上がるということで、国が非常に頭を抱えている問題だと思います。医療の現場と今度は医療保険の現場ではそういう関係があると思います。
　答弁漏れがありましたらちょっと言ってください。
○議長（村上正弘君）坪根議員。

○１３番（坪根秀介君）我々議会人は、住民に対して真実を正確に伝える義務を負っておるわけでございます。個人の偏見や利権等で町民を混乱させることがあってはならないという思いで質問させていただいているわけですけれども、そもそもこの福祉事業というのは、赤字とか黒字の議論にはならないわけで、福祉自体、国民の多くの税金を投入して、先ほど担当課長の説明では６.７億、町から投入しているということでございましたが、国・県の補助金が３億４００万ですか、これも投入されているわけでございまして、国がこれだけ多くの借金を抱えている以上、これも厳密に言えば借金ということになるというふうに私は認識しております。
　そして、社会福祉法人というのは赤字にも黒字にも基本的にならない仕組みになっておるわけでございまして、仮に利益が出れば事業を拡張するか職員の給料を上げるとかいうことで対応するしかないわけでございます。さらに、現状で推移すれば、施設の補修、改修、将来の建てかえ事業費、新たな町の財政負担が生じてくるわけでございます。
　よって、黒字、黒字と大騒ぎするのは実に木を見て森を見ないという浅い考えになるのではないかというふうに思います。確認のためにお尋ねしますが、これらを十分に理解した上での無償譲渡見直しということなのかお尋ねをします。
○９番（茂呂孝志君）施設の今後の維持管理について、今後新たな設備費の投入とありますけれど、当然、民間だとそれは利益を確保しながら、基金を確保しながらその範囲でしかできませんけれど、当然、厳しい運営になるのかなと思います。もし厳しい運営になればどこに負担がいくのかなとなると、職員とか入所されている人なのかなと私は思っています。そういう意味では、そういうことになるとなれば当然、公営のほうが私はすぐれているかなと思います。
　それから、赤字とか黒字とか言われますけれど、診療所が赤字だからということで言われているわけですから、診療所は当然、患者を治すだけのためにつくられたものではありませんよと。地域住民の健康管理をするため、医者も一緒になって病気にならないように予防医療をするためつくられたものですよということを私は言いたいわけであります。ですから、黒字になればいいわけですけれど、当然、病気にならないためにも予防医療に力を入れるわけですから、そこは経営的にはどうかなという疑問も持たれます。以上です。
○議長（村上正弘君）坪根議員。

○１３番（坪根秀介君）３回目ということでございまして、紹介議員が請願署名活動と同時期に、このようなビラを町内に配布されておるわけでございます。
　私は、問題なのはこの中身に旧大平、旧新吉といった表現を実に１５回も使って、もう既にこのことが町民の確執を生み反響を呼んでいます。多くの人々がかかわって苦労して上毛町が誕生して、ようやく町民が一つになり、新たな時代を迎えようとしている今、なお偏見を持ち旧２村の対立を生むようなことは、何としても避けなければならないというふうに思うわけでございます。
　あすを担う子供たちのためにも未来に遺恨を残してはならないと考えます。既に死語となった旧大平とか新吉とかいった言葉をわざわざ引っ張り出して、無償譲渡反対のネタに使うのは理解しがたいというふうに思うわけでございますが、最後に、このような旧大平とか新吉という言葉を撤回していただきたいというふうに思うわけでありますけども、その辺はどうお考えでしょうか。
○議長（村上正弘君）茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）私もそのビラを書く前に、新吉のほうにもかなり足を運んで話をしましたけれど、なかなか診療所の役割というのはどういう意味で建てられたかというのが理解までには距離があるかなと思いました。
　それで、新吉の皆さんにはまだそういう問題では、診療所に対する開設当時の認識については普通の民間の医療機関と同等の見方をしているので、なかなか理解までには時間がかかるかなというふうな感じも受けて、特に大平地域の皆さんの力でこれを守っていきましょうという願いが強かったわけです。
　新吉の方にも何人か訴えたわけですが、そこはこれまでの地域のいろいろなそれぞれの町村の中での関係もあって、なかなかとらえ方に差があるなという感じを私は受けておりました。以上です。
○議長（村上正弘君）ほかにありませんか。

（「質疑なし」という声あり）
○議長（村上正弘君）これで茂呂議員の趣旨説明に対する質疑を終了します。

───────────────────────────────

○議長（村上正弘君）暫時休憩します。
　再開は１１時２５分といたします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　休憩　午前１１時１３分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　再開　午前１１時２５分

○議長（村上正弘君）休憩前に引き続き会議を開きます。

　これから本日受理・審理・採決を行う議案の上程を行います。
　日程第４、報告第６号　平成２１年度の健全化判断比率等の報告についてを議題とします。議案内容の説明を求めます。

　総務課長。
○議長（村上正弘君）総務課長。

○総務課長（矢野洋一君）それでは報告第６号の御説明を申し上げます。朗読にかえまして御説明をいたします。
　報告第６号　平成２１年度健全化判断比率等の報告について。
　地方公共団体の財政の健全化に関する法律、第３条第１項及び同法第２２条第１項の規定により、平成２１年度の健全化判断比率及び資金不足比率を別紙監査委員の意見をつけて次のとおり報告するというものでございます。
　まず健全化判断比率でございます。四角の枠をごらんいただきたいと思います。
　平成２１年度健全化判断比率ということで、実質赤字比率でございますが、赤字ではございませんということで、数字は上がっておりません。これに対する基準は１５.０でございます。連結実質赤字比率でございますが、赤字の計上をしておりませんので、ここも数字が上がっておりません。それから実質公債比率でございますが、１４.５ということで、下の基準の２５に対して健全であるというふうに言えると思います。
　それから、将来負担比率でございます。借金が１年分に満たないという関係で、数字が上がってまいっておりません。ちなみに実質赤字比率でございますが、いわゆる普通会計における実質収支額の標準財政規模に対する赤字比率、それから連結実質赤字比率につきましては、全会計の実質収支額の標準財政規模に対する赤字比率、それから実質公債比率につきましては、交際費等の標準財政規模に対する比率、それから将来負担比率につきましては、一般会計の借金が一般会計の標準的な年間収入の何年分あるかを比率であらわしたものというものでございます。
　それから資金不足比率でございます。これは集落排水と水道、簡易水道の会計でございます。２１年度資金不足比率は双方とも資金が不足をしておりませんので、双方とも数字的には上がってまいっておりません。健全化基準が２０.０が両会計の基準でございます。

　以上、平成２２年９月７日提出、上毛町長、鶴田忠良。
　ということで１枚おめくりいただきますと、監査委員の意見書をおつけいたしております。それの２番目の審査の結果をごらんいただきたいと思います。
　総合意見としまして、審査に付された下記の比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類はいずれも適正に作成されており、また早期健全化基準に近い数値も存在せず、健全な財政運営を行っていると認められるというものでございます。
　もう１枚めくっていただきまして、監査委員の押印を８月６日付でいただいて、個別意見を添えておるものでございます。
　以上で説明を終わらせていただきます。
○議長（村上正弘君）説明が終わりました。質疑を行います。質疑はありませんか。

　亀頭議員。
○１２番（亀頭寿太郎君）早期健全化基準１５％と実質２５％ということで説明がありましたが、連結決算というふうなことでもって２５％というところのあれかもわかりませんけど、今までの公債比率がもう１７％ぐらい行くと非常に云々と。２０％までいけばもう倒産と言えばおかしいけれど、云々ということでもって来たと思うんです。
　それで、先般、議会の財政関係の、前の助役さんの黒岩さんの説明あたりもありまして、上毛町の財政も決して厳しくないというようなことじゃないような云々を言われておりまして、上毛町は独特のまちづくりをやっておるから、そうしたことが非常に云々ということでございました。１５％というのは、ちょっと私は黄信号に近いような形じゃないかと思いますけれど、実質公債比率が２５％というようなことで言われておりましたが、２５％まで行くにはまだ相当ありますけれども。

　これは連結決算の状況になると、この公債比率の幅が広くなったのか、従来あたりもそうしたことでもって赤字財政あるいはどうした財政ということの判断をなされておったのか、お尋ねしたいと思います。私は十七、八％ぐらい行くと、たった今厳しい状況じゃないかなと思っておったんですが。
○議長（村上正弘君）総務課長。

○総務課長（矢野洋一君）亀頭議員のおっしゃるとおり、以前は、公債比率というものは現在の１４.５％ということの数字はかなり厳しい状況であったというふうにとらえております。
　その後、いわゆる健全化判断比率のことをとらえる中での算式が多少変化いたしまして、基準自体が緩やかになったというふうに考えております。しかしながら、現在平成１７年に合併をやりまして合併５年目を迎えております。合併をしたことによって、いわゆる合併算定外によりまして交付税自体の額が優遇されて多く認定されております。それが１０年間は続くものでございますが、その後を考えますと、段階的に減ってくるということになります。そうすれば、おのずとまた国の財政状況、それから経済状況等も踏まえますと、決してこういった数字の幅が若干緩くなったとはいえ、亀頭議員おっしゃるとおり、それに安住することなくきっちりと、いわゆる行財政改革によりまして改革するものは改革していくと。そして行政サービスにつきましては、極力維持できるような、低下を招かないような形で行財政運営を行っていくということが我々の使命だというふうに十分認識をしておりますので、そのような認識で楽観視することなく、今後、財政運営に努めてまいりたいというふうに考えております。
○１２番（亀頭寿太郎君）以上です。
○議長（村上正弘君）ほかにありませんか。

（「質疑なし」という声あり）
○議長（村上正弘君）質疑を終わります。

　以上で本件の報告を終わります。
───────────────────────────────

○議長（村上正弘君）日程第１８、議案第４８号　工事請負契約の締結についてを議題とします。議案内容の説明を求めます。
　建設課長。

○議長（村上正弘君）建設課長。

○建設課長（古原典幸君）それでは私のほうから御説明をさせていただきます。

　議案第４８号　工事請負契約の締結について。平成２２年８月３０日、指名競争入札に付した鳴水橋補修・補強工事について、次のとおり請負契約を締結する。平成２２年９月７日提出、上毛町長、鶴田忠良。
　記といたしまして、契約の目的、鳴水橋補修・補強工事。契約の方法、指名競争入札。契約金額、４,９３５万円。契約の相手方、福岡市博多区上呉服町１０番１号、三井住友建設株式会社九州支店、専務執行役員支店長、中村周一郎。工期、本契約の効力発生の日から平成２３年３月１０日。理由、鳴水橋補修・補強工事に係る建設工事請負契約について、予定価格が５,０００万円を超えるため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得または処分に関する条例第２条の規定により、議会の議決を求めるものでございます。
　次のページをお願いいたします。次のページに参考資料をつけさせていただいております。既に御承知と思いますが、施工場所につきましては、大平郵便局の裏を流れております友枝川にかかっておる橋でございます。

　今回の工事の補修・補強内容につきましては右側でございます。上部工につきまして、落石防止装置工、防護さくの取りかえ、伸縮装置の取りかえを行いたいと思います。下部工につきましては、下のほうに図面をつけさせていただいておりますが、Ａ１橋台につきましては郵便局側、Ａ２橋台につきましては中学校側になります。これにつきましては、橋台にアンカーを４カ所施工します。これにつきましては橋台から岩盤方向にボーリングをいたしまして、４本のワイヤーで岩盤と橋台を固定します。それと、コンクリートの被覆ということで前面にコンクリートの被覆をいたします。
　Ｐ１橋脚といたしまして、川の中に立っておる橋でございますが、これにつきましては、本体にポリマーセメントモルタルの吹きつけ、あるいは上部工の橋台の受け皿にコンクリートの増強、あるいはフーチングにコンクリートの増強という形で今回、計画をさせていただいております。以上でございます。
○議長（村上正弘君）説明が終わりました。これから質疑を行います。

　質疑はありませんか。
　亀頭議員。
○１２番（亀頭寿太郎君）２点ほどお尋ねいたします。
　中学校の生徒、一般の人でも一緒ですが、一時あそこが云々ということでもって通行禁止というようなことになっておったんですけど、今回、この工事の関係でもって中学生、あるいは一般の人あたりが通行禁止になるのか、それと車両においてもね。それはどうなるのか。その１点と、もう１点は、当然指名競争入札なさったことと思うんですけど、５,０００万ぐらいの工事であれば、私は地元業者というようなことを常々要望しておるわけでございますが、そうした観点でもって指名の中に地元の業者を何社入れておるのか、まずその２点をお尋ねします。
○議長（村上正弘君）建設課長。

○建設課長（古原典幸君）まず１点目の通行規制でございますが、これにつきましては基本的には通行どめをやらなくて工事を施工していただくようにしたいと思いますが、橋梁の表面、舗装工を施工するとき、一部分的に全面通行どめをお願いしたいと思います。既に下流側に自歩道がついておりますので、自転車あるいは歩行者については、その分を通行していただくという形になると思います。
　それと、２点目の地元業者を入れたかでございますが、これにつきましては先ほど御説明をさせていただきましたように、上部工につきましてはＰＣ、ピアノ線を入れた特殊構造になっておりますし、橋台にボーリング等の特殊工法を施工しますし、橋脚につきましてもポリマーセメントということで、これはゴム樹脂のモルタル等の特殊吹きつけを行いますので、こういった特殊施工が絡んでおりますので、これにつきましては、すべて橋梁の専門業者を指名させていただいて、入札をさせていただきました。以上でございます。
○議長（村上正弘君）亀頭議員。

○１２番（亀頭寿太郎君）２点目の指名業者、技術的な特殊の技術を要するとか専門的な云々と、これはおそらくそういうふうな形ではなかったかなというような感じは持っておるんですけど、この本体の工事者は地元の業者がやっているんですよ、同和事業のね。そしてもう会社があるかどうかわかりませんけど、社長は亡くなったんじゃないかと思うけどね。本体が地元でできて、補強あたりがそうした技術的に非常に云々というようなことになれば、もうこれができて三、四十年ぐらいたつと思うんですが、その間、地元の業者あたりがもうこんな勉強やら何やら知らんと技術改革あたりをやってないのかどうか。そうした技術検討、この本体自体は私は地元業者だったと思うんですけど、そうしたことから考えても、地元業者あたりは技術的な改革をやってないのかどうか、そうしたところを知っている範囲でお願いします。
○議長（村上正弘君）建設課長。

○建設課長（古原典幸君）亀頭議員がおっしゃいましたように、昭和４７年に下部工が３月に竣工しております。これにつきましてはコンクリート構造部ということで地元業者にて施工していただいておると思います。その後、４８年３月に上部工の施工をいたしました。それにつきましては橋梁の専門業者の施工だったと思います。
　そういうことで、今回の補修内容につきましても、下部工のコンクリートの構造物等単純部分につきましては地元業者の施工というふうなことが考えられましたが、今回の補強内容につきまして、やはり岩盤まで約１０メートルから１３メートル、ボーリングいたします。そういった工法、あるいは先ほど言いましたように、ゴム樹脂の特殊モルタルの吹きつけ、あるいは上部構造につきましてはＰＣ構造になっておりますので、そういった部分の専門的な知識を持った業者をお願いするのが妥当ではないかということで今回、選定をさせていただきました。以上でございます。
○１２番（亀頭寿太郎君）以上です。
○議長（村上正弘君）福島議員。

○１１番（福島文博君）競争入札をやっとるんですが、何社でやったのか。それが１点と、この図面だけですが、この調査はいつごろやって、今回この入札にかけるようにしたのか、その辺ですね。
○議長（村上正弘君）建設課長。

○建設課長（古原典幸君）指名業者につきましては９社でございます。
　調査につきましては、平成２０年に国の診断事業という形で、九州共立大の専門の先生に現場を調査していただきまして、それに基づきまして平成２１年度、国の補助をいただきまして改修の委託調査を実施させていただきまして、今年度、当初予算で予算計上させていただきまして、今回の入札という形にさせていただいております。
　以上でございます。
○議長（村上正弘君）福島議員。

○１１番（福島文博君）このＰ１橋脚の分は、あそこの地質が大体、両岸とも石ごろ、岩壁ばっかりのようなんですが、これはＰ１橋脚が１本入っとるですが、この中には橋脚、橋台、橋台ということで、両岸の余っとる分だけが一番問題になると私は思うんですがね。そこら辺をこれは地質の調査もやったのかどうか。先ほど申しましたように、あそこはほとんど石ばっかりなんですよね。
　そこら辺が、ただ石の上にコンクリートをひっつけただけのではないと思うんです。この橋はかけてから相当長いと思いますから、だから今回これだけ大きな修繕をするようになっとると思うんですが、今、言われたように、この業者は橋脚を専門にやっておるのか、あるいはどうかということを調査したかどうかですね。
○議長（村上正弘君）建設課長。

○建設課長（古原典幸君）議員おっしゃいますように、友枝川の今回の施工部分については岩盤線がかなり上のほうにございまして、岩着の施工をさせていただいております。そういったもろもろの調査につきましては、昨年度専門の業者を入れまして調査をさせていただきまして、その結果を先ほど言いました九州共立大学の牧角教授でございますが、その教授のもとに持っていきまして、この補修方法のアドバイスをいただきながら今回の補修計画をさせていただいております。
　それと、この業者につきましては、日本の大手でございまして、既に御承知と思いますが、本社は東京でございまして、三井住友建設株式会社が本社でございますので、これにつきましては橋梁の専門業者ということで、問題ないと思っております。
　以上でございます。
○１１番（福島文博君）はい、わかりました。
○議長（村上正弘君）ほかにないですか。

　茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）契約の方法ですが、一般的には一般競争入札が原則となっていますけれど、指名競争入札に付した理由と、入札結果表の提出が今回ないようでなかなかわかりづらいんですが、落札率、それと予定価格、最低制限価格は幾らなのか。それから予定価格、最低制限価格の決め方。それから予定価格と最低制限価格は事前に公表したのか。監督検査はだれがするのか。契約保証金は幾らなのか。瑕疵担保の特約による担保責任の存続期間は何年か。以上、お伺いいたします。
○議長（村上正弘君）建設課長。

○建設課長（古原典幸君）それでは、ちょっと問題が多数ございましたので、もしも答弁漏れがございましたら後ほどまたお願いいたします。
　まず落札率でございますが、落札率につきましては８３.９％です。
　それと予定価格につきましては、５,８８０万円でございます。最低制限価格につきましては、設定はしておりますが未公表でございますので、申し上げることはできません。
　それと予定価格及び最低制限価格につきましては、これは町長のほうで決定をしていただいておるところでございます。
　それと検査につきましては、町の職員が監督及び専門業者に専門部については委託検査をしていただくように考えております。
　それと契約保証金については、契約金額の１０％以上でございます。
　瑕疵担保につきましては、入札から竣工まですべて工程ごとに職員あるいは専門委託業者のチェックが入りますし、さらには工事のかかる前に材料の承認願、あるいはその使用した材料の検査報告等を出していただきながら検査をし、中間検査あるいは竣工検査を行いますので、瑕疵担保についてはございません。以上です。
○議長（村上正弘君）副町長。

○副町長（奥野勝利君）指名競争入札のことについて御回答申し上げます。
　まず地方自治法２３４条におきまして、指名競争入札というのは政令で定める場合に該当するときにはこれによることができるということで、その政令の中には３項目ございまして、性質または目的が一般競争入札に適さないものとするということで、法、政令に基づきまして決定させていただいたわけですが、具体的な例から申し上げますと一般競争入札を実施すると約２カ月必要になりまして、国の補助金の改修工事であるというために年内工事の完了ということで、工期が非常に厳しいということから、指名競争入札に付したわけであります。以上でございます。

○議長（村上正弘君）建設課長。

○建設課長（古原典幸君）済みません、先ほど言いました瑕疵担保について訂正をさせていただきます。瑕疵担保につきましては基本的に２年でございます。失礼しました。
○議長（村上正弘君）ほかにありませんか。
○９番（茂呂孝志君）予定価格の決め方。
○議長（村上正弘君）答弁漏れですか。

○９番（茂呂孝志君）はい、そうです。
○議長（村上正弘君）答弁漏れ。ちょっともう１回言ってください。
○９番（茂呂孝志君）予定価格が５,８８０万円というふうにありましたけれど、この決め方、いろんな数字を挙げたと思うんですが、その根拠となる数字はどう拾い出して決めたのかお尋ねいたします。
○議長（村上正弘君）町長。

○町長（鶴田忠良君）　　　の関係がございますので、企業秘密ということで公表はできません。
○議長（村上正弘君）茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）材料費や労務費は市場取引価格を参考に決めたのかどうかお尋ねします。
○議長（村上正弘君）建設課長。

○建設課長（古原典幸君）材料あるいは労務費につきましては、そういったもろもろの調査をし、県のほうで統一的な単価を地域ごとに決めておりますので、その単価を使用させていただいております。
○議長（村上正弘君）ありませんか。

（「質疑なし」という声あり）
○議長（村上正弘君）これで質疑を終わります。
　これから討論を行います。
　討論はありませんか。
　茂呂議員。
○９番（茂呂孝志君）私は、議案第４８号は反対の立場から討論いたします。
　建設労務費は１９９７年から連続して１０年以上下落している。その実態賃金を設計労務費として予定価格づくりに採用することは、公共工事の適正な労務費とは言えません。瑕疵担保契約についても存続期間が２年というのは非常に短い。
　以上の理由をもって議案４８号に反対いたします。
○議長（村上正弘君）ほかにありませんか。

（「討論なし」という声あり）
○議長（村上正弘君）討論を終わります。

　本案を採決します。

　本案を原案のとおり決することに賛成の議員の起立を求めます。

（起立多数）

○議長（村上正弘君）起立多数。よって、議案第４８号　工事請負契約の締結については原案のとおり可決することに決しました。

───────────────────────────────

○議長（村上正弘君）これから議案の委員会付託を行います。

　９月３日、議会運営委員会の協議結果を資料として配付しております。

　運営資料の４ページをごらんください。なお付託案の朗読に際しても、議案名の朗読は省略をいたします。
　認定第１号（所管分）、認定第６号、認定第７号、議案第４９号（所管分）の４件は、総務、産業・建設常任委員会へ。
　認定第１号（所管分）、認定第２号、認定第３号、認定第４号、認定第５号、認定第８号、認定第９号、議案第４５号、議案第４６号、議案第４７号、議案第４９号（所管分）、議案第５０号、請願第１号の１３件は、文教・厚生常任委員会へ、それぞれ付託したいと思います。異議ありませんか。
（「異議なし」という声あり）

○議長（村上正弘君）異議なしと認めます。したがって、お手元の配付の委員会付託表のとおり所管の常任委員会に付託することに決定しました。
───────────────────────────────

○議長（村上正弘君）続いて、各常任委員会の開催日についてお諮りいたします。

　運営資料の６ページ、委員会日程表案をごらんいただきたいと思います。
　各常任委員会の開催日は、議会運営委員会で決定いただいた日程案のとおりに決定をいたしたいと思います。これに異議ありませんか。

（「異議なし」という声あり）

○議長（村上正弘君）異議なしと認めます。

　よって、委員会常任委員会の開催日は運営資料、委員会日程表のとおり開催することに決しました。
　以上で、本日の日程はすべて終了いたしました。

　本日はこれにて散会をいたします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　散会　午前１１時５０分

　　　平成２２年９月７日
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